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第8回有機化学物質研究会
「農薬由来のPOPsによる土壌汚染の環境修復に関する最近の動向」

報　告

　通称POPs（Persistent Organic Pollutants）と呼ば

れる残留性有機汚染物質は、1）環境中で分解性がと

ても遅く（難分解性）、2）大気や海洋を介して地球規

模で移動し（長距離移動性）、3）食物連鎖の上位の生

物に蓄積しやすく（生物蓄積性）、4）ヒトを含む生物

に強い毒性がある（有害性）という4つの性質を持っ

ており、結果として、ヒトや環境に悪影響を及ぼす危

険性があります。そのため、POPsの使用量削減や廃

絶を目指して、平成16年に「残留性有機汚染物質に

関するストックホルム条約（POPs条約）」が発効し、

国際的に規制されています。現在12物質がPOPsに

指定されていますが、類似の性質を持った化学物質は

他にもあり、最近、それらをPOPs指定物質として追

加すべきかについても検討されています。

　わが国においても、近年POPsであるドリンやヘプ

タクロルなどが作物に残留する問題が取り上げられ

ています。そのため、農林水産省では、これらの対策

に向けて、様々な政策、事業、プロジェクト研究を実

施してきました。農業環境技術研究所（以下、農環研）

でも研究の立場から対策に取り組んできました。標記

の有機化学物質研究会でも、過去数回にわたり成果を

報告してきましたが、第8回研究会では、POPsで汚

染された土壌の修復（土壌中からPOPsを取り除くこ

と）に焦点を絞って、平成20年9月17日、農環研・

大会議室において開催しました。118名（内農環研関

係者以外：83名）の参加がありました。

　講演では、（1）環境省・環境保健部・環境安全課

の木野修宏氏から「POPsに関する国内外の現状と取

り組み」、（2）国立環境研究所の循環型社会形成推進・

廃棄物研究センターの野馬幸生氏から「POPsの無害

化処理技術について」、（3）農林水産省・消費安全局・

農産安全管理課・農薬対策室の渡辺高志氏から「POPs

汚染対策事業の実態」、（4）国際環境ソリューション

ズ株式会社の保高徹生主任研究員から「土壌・地下

水汚染のリスク／便益評価に基づくリスクマネジメ

ントについて」、（5）農環研の高木和広主任研究員か

ら「POPs汚染土壌のバイオレメディエーション技術

の最近の動向」、（6）農環研の大谷卓上席研究員から

「POPs汚染土壌のファイトレメディエーション技術

の最近の動向」、に関する最近の話題や研究成果が紹

介されました。このレメディエーションは「修復」の

意味で、バイオは微生物、ファイトは植物を利用した

修復です。

　各講演後や、総合討論（パネルディスカッション）

において、活発な議論が交わされました。具体的には、

POPsの指定に関する国際的取り決め、各種分解処理

法の分解効率、埋設農薬（POPs）の実態、農耕地の

ような低い濃度で広く汚染している場合（面源汚染）

や、工場跡地など濃度が高く汚染地点も特定できる場

合（点源汚染）における経済的に見合う対策、POPs

分解菌の実用化可能性、ウリ科植物のPOPsの特異的

吸収などがありました。結果として、POPsによる土

壌汚染の修復だけでなく、新規候補物質を含むPOPs

に関する国内外の状況を総合的に把握して、理解を深

めることができるとともに、わが国におけるPOPs研

究の緊急性・重要性について、改めて認識することが

できました。

　農環研では、平成20年度から5年間の計画で、農

林水産省委託プロジェクト「生産・流通・加工工程に

おける体系的な危害要因の特性解明とリスク低減技術

の開発」の中で、「野菜等におけるPOPsのリスク低

減技術の開発」の課題において、大学、他の独立行政

法人、都道府県農業関係試験研究機関と協力しながら、

POPsの土壌汚染対策の実用化に向けた研究を行うこ

とで、食の安全確保に向けて研究を進める予定です。

　なお、詳細について知りたい方は、農環研までお問

い合わせください。
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